
はじめに

個人を取り巻く環境、外的要因を考える上で先ず最

初に考慮されるべきなのは「社会的関係」であろう。

本稿においては社会的関係を個人内要因の外にある外

的なもの、あるいは個人と外的な状況の相互作用から

生み出されるものとして定義しておく。たとえば、社

会的関係をマクロなレベルからミクロなレベルに並べ

てみると地域社会特性、経済的指標、離婚率、社会的

支援網の内容（親しい友人の数や重要な他者と死別し

ていないかどうか、など）、社会的支援の自覚、など

多岐にわたることになる。自殺学（広く自殺に関する

学問的研究の意味）の中で社会的関係が扱われたのは

Durkhem 13）等に見られるように比較的早い段階であ

り、その後膨大な研究が積み重ねられている。本稿で

は、まず社会的関係のマクロなレベルからミクロなレ

ベルに沿って、社会から個人というベクトル上に、社

会学的自殺研究（社会的状況と自殺）、メディア（メ

ディアによる情報と自殺の模倣）、ストレス脆弱理論

（ストレス脆弱仮説と自殺）、という３つの観点を設定

し、自殺学における社会的関係を概観したい。最後に

この分野における今後の研究の展望について提言を行

う。

社会的状況と自殺

Durkheim 13）は個人的な人間の営みと思われる自殺

が、実は集合的にしか分析できないと主張した。統計

的な自殺率に影響を与えるものとして社会的統合

（Social integration）という広い概念を挙げ、アノミー

（没価値状況）的自殺・利己的（Egoism）自殺・愛他

的（Altruistic）自殺・宿命的（Fatalistic）自殺という

構成概念を提案した。この中で利己的自殺とアノミー

的自殺が自殺率を上昇させることを指摘し、戦時下な

どの社会状況が自殺率を減少させることを指摘した。

Henry & Short 17）は当時の心理学理論であるフラスト

レーション－攻撃性理論や社会的地位・外的･内的抑

止力という概念をさらに導入して敷衍したが、あまり

理論的な整合性は伴わなかった。彼らの主な主張は、

個人の社会経済的状況が低い場合自殺率は上昇し、か

つ内的な制約が低い場合殺人率が上昇するというもの

である。しかしこの点についてはその後の研究 23）で

いくつかの対立する結果と、研究デザイン上の問題点

が指摘されており、結論は出ていない。Gibb & Martin
15）は、職業的な統合の度合いと人種と性別とをクロス

表にし、自殺率との順位相関係数を検討したところ

-0.94の高い負の相関が得られた。社会的地位や状況

を層別にして自殺率との関連を検討する研究は、他に

も結婚状況の統合の度合いを調べた研究 14）などさま

ざまな追試研究があるが、かんばしい結果は得られて

いない。

国内においては、主に政府統計を使用した疫学的な

研究が大半である。高度経済成長期における国勢調査

データと旧厚生省発表の自殺死亡率の関連を検討した

研究では、男性において世帯構成人数の少なさ、都市

居住因子が自殺率を有意に説明する、といった 2）研究

結果や、オイルショック時のような社会不安が増大し

ているときに逆に自殺率が減少するという指摘 3）が存

在する。また、過疎地域における自殺率の高さ 25）や

「団塊の世代」など特定のコホートと自殺率の関連を

検討した研究などが見られる 26）。政府統計によるマク

ロなレベルの指標を用いた研究においては、孤立や集

団との結びつきの希薄さなどを反映する指標と自殺率
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との関連を指摘しているといえよう。

Douglas 12）はこれらの社会統計を用いた研究を批判

して、より実際の個人の自殺に関する｢主観的な意味

（Subjective Meaning）｣を重視すべきであることを主

張した。つまり①自殺はさまざまな意味を持っている。

②自殺者が自殺という行為を通して何を表現しようと

しているか正確に突き止めるまでは、他者によって自

殺の意味は説明できない。③もっと状況に則して個人

の自殺行動を観察することによって意味を明らかにす

る、というものであった。かなり早期の段階でマクロ

な社会指標を用いた自殺研究の批判が行われたにもか

かわらず、それに代わるものが難しいという理由で社

会統計に頼った研究が一般的である。Maris，Berman，

Silverman 24）はそれらの批判に呼応して以下の研究手

法上の工夫を推奨している。

彼らは具体的な指針として、

① 遺族や生存者に対する実際のインタビュー（心理

学的剖検）

② ケースコントロールデザインの使用

③ より洗練された多変量解析

④ 自殺の指標に関する生物－心理－社会学的モデル

の発展

⑤ 新しい変数（宗教的態度･行動など）の追加

などを挙げている。国内においても、自殺率に寄与す

る要因の解明というよりも自殺の予防介入を視野に入

れた疫学研究 38）が発表されており、より自殺という

現象に近い立場で積極的にデータを収集し関わってい

こうとする新しい方向性も見える。

メディアによる情報と自殺の模倣

日本において有名芸能人の自殺が「後追い自殺」な

るものを誘発するという言説がある。ある自殺が他の

自殺を誘発する、あるいは自殺が模倣される現象に関

しては、社会文化的背景の影響が考えられている。た

とえば、ナイジェリアではそのような習慣は存在しな

いし、冒頭の日本を含めて、ハンガリー・ドイツ・オ

ーストリア・フィンランドなどでは国民性に深く根ざ

した一定の価値観とも言うべき特徴を持っている。す

なわちそれぞれの社会が自殺の模倣に対してどのよう

な価値観を持っているかによって、ある自殺がその後

どのように社会に影響を与えるかが変わってくる可能

性がある。こうした自殺の「伝染」の概念は伝統的に

は疫学や公衆衛生の考え方から由来しており、以下の

ような特徴をもつとされる 24）。

① 自殺を模倣するものには刺激に対する親近感があ

る（白人女性のマリリン･モンローの後追い自殺

など）

② 誰かが自殺したという情報（刺激）が何回も長時

間提示されれば、模倣自殺は多くなる（学習理論

から明らかである）。

③ 賞賛され、栄光ある自殺のストーリーは模倣自殺

を増加させる（第二次世界大戦中の日本における

神風特攻隊など）。

④ ティーンエイジャーは成人に比較してより模倣自

殺をしやすい。

メディアによる情報と自殺の模倣の研究は、最初は

新聞など活字メディアにおける研究から始まった。

Phillips 31）は自殺の記事（New York Times）が一面に

載ることが相対的に直後の自殺数を増加させることを

指摘している。Wasseerman 40）はこの知見に対して準

実験的な手法で追試を行い、失業率や季節、自殺者の

有名度など自殺率そのものに影響を与えるとされる変

数の影響をコントロールするとほとんど模倣効果は消

えてしまうが、有名人の自殺記事が直後の自殺率を増

加させるとしている。さらに、有名人の内容を特定し、

エンターテイナーや芸能人の自殺記事は効果がある

が、芸術家や経済人などは効果がない 35）ことが指摘

されている。

映像メディアでの研究は、テレビニュースによる自

殺報道が自殺数を増加させる 32）ことや、ニューヨー

クの高校生を対象とした研究で自殺のテーマを扱った

映画やテレビが放映された時期の前後で自殺率が有意

に上昇する 16）ことが確認されている。

また同じ文脈で、ある１件の自殺報道が、自殺のあ

った同地域での自殺企図を増加させることがいくつか

報告されており 6）,10）、群発自殺と命名されている。全

ての青年の自殺のうち５％はこれらの群発自殺によっ

て誘発させられたものだと考えられ 39）、一般に青年は

成人よりもよりこうした模倣自殺の影響を受けやすい

と考えられている 33）。

日本におけるこの領域での研究は、ほとんど行われ

ていないのが現状である。1955年から1985年にかけて

の新聞報道における有名人の自殺の影響をアメリカ合

衆国での影響と比較している研究では 36）、予想された

より新聞報道による模倣自殺への影響は少ないとされ

ている。しかし、この研究において日本人にとっての

有名人の選定基準が不適切であると思われる。すなわ
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例えば、何らかの負荷の高い心理的ストレッサー（配

偶者との死別、引越しなど）が個人にかかったときに、

個人が持っている様々な対処資源（ソーシャル・サポ

ート、コーピング方略、パーソナリティ）が有効に働

けば、ストレス反応にまで至らないですむ。逆に負荷

が低い心理的ストレッサーであっても、対処資源が貧

しければ容易にストレス反応に至ってしまうと考え

る。つまりストレッサーとストレス反応の間の関連を

対処資源という媒介変数を置くことによって説明する

ものである。ここでは、モデルに従ってストレッサー

と自殺、対処資源と自殺という観点から研究を概観す

る。

ストレッサーとしてのネガティブ・ライフイベント

と自殺の関連を扱った研究は、古典的にはHolmes &

Rahe 18）の社会適応評価尺度による研究があげられる。

過去一年間に様々なネガティブライフイベントの累積

点数がある一定水準を越えると「危機」的状況と評価

され、自殺のリスクも高まるとされる。生後６ヶ月か

ら12ヶ月の間に養育者など重要な他者との別離を経験

するという、ある特殊なネガティブライフイベントは

その後の精神疾患罹患率を高め、自殺率を増加させる

といわれるが 8）、その後の実証的研究によればこれら

の知見を支持するもの 27）、否定するもの 23）があり対

立的である。おそらく、それらのデータの不一致はス

トレス脆弱仮説でいう対処資源の違いをコントロール

してないことに由来するかもしれない。国内における

研究では、当時他国に比べて高かった若年層の自殺率

を、同時期に日本において社会問題となっていた試験

地獄との関連から論じたもの 19）がある。

対処資源と自殺との関連については、社会的孤立

（social isolation）とその裏面である社会的支援（social

support）についていくつか研究が存在する。ごく初期

の社会心理学的研究においてAsch 4）は以下のような

同調実験を行った。被験者以外が全員さくらである状

況で、明らかに長さの違う２本の線分の長さを答えさ

せる。被験者が答える順番は一番最後であるが、さく

ちNew York Times IndexやJapan Timesによる有名度選

定を行っており、例えば中南米の大統領のように、ほ

とんど一般の日本人にとって興味がないであろう有名

人が対象になったりしている。以上の問題により、正

確な模倣効果を検定していない可能性が考えられ、よ

り詳細な研究が必要であると思われる。つまり現状で

は日本における実証的データの裏づけのないままに、

有名人の自殺による後追い自殺という文脈で様々なニ

ュースが報道されており、情報を拡大再生産している

感を否めない。メディアに関する具体的な自殺予防対

策については佐名手の項を参照されたい。

ストレス脆弱仮説と自殺（社会的関係の心理的側面）

自殺に至る反応を一連のストレス反応と捉えると、

自殺に至るまでの社会的関係の働き方は、ストレス脆

弱仮説（stress vulnerability hypothesis）の中に位置付

けられる。ストレス脆弱仮説は、ハンス・セリエのス

トレス反応理論を心理的変数に導入した際に、同程度

のストレッサーが存在する条件でもストレス反応に至

る人間もいれば、健康状態を保つ人間もいることを説

明するためのモデルである 9）（Fig1.参照）。
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らであるほかの集団構成員に一様に「同じ長さである」

と答えさせると、最後に被験者が明らかに間違った答

え（同じ長さである）を言う確率が高まる。すなわち

集団の圧力は（この場合社会的孤立状況であるが）正

常な判断を失わせる。また、第二次世界大戦中のユダ

ヤ人収容施設のような極限の社会的孤立状況ではやは

り自殺者が増えることが観察されている 7）。同様に自

殺企図者、完遂者の社会的支援はコントロール群より

低いことが知られている 24）。また、自殺念慮を従属変

数にとった研究では、完ぺき主義などの人格特性との

関連が指摘されている 11）。国内の研究では、自殺完遂

者の動機の推定により、男性で31％、女性で26.7％に

対人関係での問題を抱えていたとする知見 21）がある

が、実際の自殺完遂者を対象にした研究はこの分野で

は少ない。データにアクセスすることの困難さに由来

するものと思われる。詳細は別項に譲るが自殺企図者

を対象とした研究では、飛鳥井 5）や西山 29）による優

れた心理学的剖検研究が散見されるが、その場合でも

研究対象が精神科外来患者などに限局される。自殺念

慮など純粋に心理的な変数を従属変数に取る研究は主

に心理学の分野に多く、自殺念慮尺度を作成しその規

定要因として社会的支援、喪失体験を挙げるもの 30）、

社交性など人格要因を挙げるもの 28）がある。さらに

自殺念慮者の性格特性を検討した研究では、Y-G性格

検査において｢抑うつ｣｢主観的・思考的内向性｣を特徴

とする性格特性プロフィール「不安定積極型性格」が

非自殺念慮者に比べて強いとされている 22）。ただし上

記の自殺念慮を従属変数に置いた研究の場合は、ほぼ

例外なく大学生などの健常群を標本集団としており、

結果の一般性に関して疑問が残る。また、質問紙など

で測定された｢自殺念慮感｣と実際の自殺企図のリスク

については実証的なデータによる裏づけはなく、｢自

殺念慮｣を従属変数にすることによって自殺について

何らかの知見が深まったり、自殺行動を実際に予測す

るということは難しいと考えられる。

ストレス脆弱仮説にしたがって、ストレッサー、対

処資源、ストレス反応という３つの変数を測定する、

すなわちネガティブライフイベント、ストレッサー、

抑うつ、孤独感、生きがい、人格特性などによって自

殺念慮を予測するモデルを検討したところ、全分散の

30％ほどを説明することができている 34）。今後、さら

にモデルの説明力を高めるべく重要な変数の探索と組

み合わせの検討が必要である。また、日本におけるこ

の分野の研究を概観すると、一般母集団を対象にした

研究が少なく、広く一般標本集団を取る事によって

（自殺完遂・自殺企図の事例を含める）一般性のある

知見を得ることが必要であり、全てはそこから間口が

広がっていくものと思われる。

結　語

自殺学における社会的関係を扱った研究を、①社会

状況と自殺、②メディアによる情報と自殺の模倣、③

ストレス脆弱仮説と自殺（社会的関係の心理的側面）

という３つの観点から概観した。Stack 37）によれば

1981年から1995年までの欧米圏での自殺学研究は998

件にのぼる。今回筆者が我が国における自殺学研究に

ついて「自殺（suicide）」「社会（social）」というキー

ワードで調査した範囲では、和文が国会図書館雑誌記

事検索（1981年から2003年）によって、英文はPub-

Med（1963年から2003年）によって検索し、審査を行

う学術誌と思われるものを選択した結果、83件の論文

しか該当しなかった。量が多ければいいというわけで

はないが、先ずは研究の絶対数が少なすぎることが問

題であると考えられる。該当した論文のうちでも、い

わゆる事例研究などの個性記述的研究が多く、ある程

度一般性のある実証的なデータに基づきながら、自殺

学における社会的関係について法則定立的な研究を目

指しているものはまだまだ少ないといわざるを得な

い。

自殺学における社会的関係は、行政による施策とい

ったマクロなレベルから、臨床家による心理社会的支

援といったミクロなレベルまで、さまざまなレベルで

の自殺防止・予防策に、深く直接的に関わってくる。

厚生労働省発表による2000年の自殺死亡者総数が

30,000人を突破した現在 20）、自殺予防に関する施策は

国家的な急務であり、その根拠となる研究が必要とさ

れている。日本での自殺学における社会的関係を扱っ

た研究を概観すると、その研究対象が旧厚生省発表の

資料・国勢調査などの政府統計をソースとするもの

と、知見の一般性が限定された健常群（学生など）を

対象にするものがほとんどである。つまり現状では、

自殺完遂者についての研究知見は政府統計を利用した

retrospective（後ろ向き）研究に限定され、prospective

（前向き）研究であっても、対象が本来の自殺完遂者

群ではない不完全な研究になってしまうという、非常

にゆがんだ構造になっている。これからは、広く一般

母集団を対象とした前向きコホート研究が強く望まれ
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る。もちろん、今までの研究がそうした中空構造にな

っていることには相応の理由が有り、研究の遂行に困

難さがついてまわることは容易に想像できるが、自殺

の予防介入を視野に入れた研究 38）にその突破口を見

出すことができる。つまり、自殺に対する予防、介入

を行う当事者となりながら、基礎的なデータを収集す

るという方法論でしか、自殺学における社会的関係に

関する新たな意味のある知見を生み出すことは難しく

なってくるであろう。欧米でのこうしたコミュニティ

アプローチ型の研究では、必ずしも費用対効果に見合

った知見が生み出されているわけではない、という批

判は当然であるし、実際今に至るまで自殺リスクの有

効な予測法は知られていない。しかし、本稿でも少し

触れたが、社会的関係といったデリケートな変数を扱

うときには、従来型の単純な線形回帰モデルに従った

研究ではなく、交互作用項も含めた非線形回帰モデル

を考慮した研究が有用であろうと考えられる。すなわ

ち、単純に個々の要因を独立に積み上げて自殺のリス

クを評価するのではなく、要因間の相互作用も考慮に

入れることがより現実の現象に近いアプローチだと思

われる。近年こうした新しい統計的方法に関する道具

立てはそろってきており 1）、ひとまず欧米でのコミュ

ニティアプローチでの自殺学研究が一段落ついている

今、基礎的なデータがまだそろっていない日本で新た

な方法を盛り込んだ大規模研究を立ち上げることが研

究戦略的には賢明であると思われる。うまくいけば、

自殺学研究の世界の潮流の中で目覚ましいトピックを

あげることになるし、たとい目覚ましい成果は無くと

も、日本における自殺学に関する基礎的で実証的なデ

ータは、日常臨床の現場から政策決定の根拠にいたる

まで、それぞれの場所で重要なものになることは間違

いない。そうした研究体制を維持するにはかなりのマ

ンパワーや多分野の人材（精神医学・公衆衛生学・心

理学・看護学・生物学・哲学･倫理学･法学）が必要で

あるが、自殺学という学際的分野から有機的つながり

を持ち、かつ有用な知見を発信するためには本来当然

のことであろう。

本稿がそうした包括的研究の発端になれば幸いであ

る。
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